
再エネと公共政策第2回

世界と日本における再エネの位置づけ

2022年4月11日



伝統的な固形バイオマス 近代的再生可能エネルギー

再生可能エネルギーの類型
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なぜ再生可能エネルギーなのか

エネルギーアクセス
と安全保障

経済発展

環境保全
• ＣＯ２排出抑制

• 大気保全

• 自然資源の活
用

• 資源輸入節約
• グリーン雇用
• 地域雇用への
貢献

• イノベーションへ
の刺激

• エネルギー源多様化
• 不安定な国際エネル
ギー価格の影響を低減



再生可能エネルギーへの熱い期待



世界の再生可能エネルギー投資動向

 世界の再生可能エネルギー投資は2000年代半ば以降、太陽、風力を中心に
顕著な伸び



IEA World Energy Outlook 2018

再生可能エネルギー電源の設備増加

 2015年、再生可能エネルギーの設備容量増は化石燃料の設備容量増を始め
て超過



再エネ電源別導入国トップ５



世界の太陽光・風力発電のコスト削減



世界の太陽光・風力発電の低コスト導入事例

2016－2019年に運転開始予定の新規再生可能エネルギー電力の長期契約価格



再エネの半分弱は「伝統的バイオマス」

Source  REN 21 Renewable 2018 Global Status Report



 ＰＶの設備容量は2020年には風力を凌駕し、2025年以降、水力も超
える見通し

世界の発電設備容量見通しと内訳

IEA World Energy Outlook 2019
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世界の発電構成の見通し

IEA World Energy Outlook 2019

再エネ比率26％
（うち水力16%）

再エネ比率44％
（うち水力15%）

TWh



電源別新設、退役の地域別内訳

 ほとんどの地域において2040年までの設備増加の半分以上が再エネ電源

IEA World Energy Outlook 2017

2019-40年の電源設備増加に占める再エネのシェアと内訳



パリ協定 (2015年12月)

 パリ協定では、産業革命以降の温度上昇を1.5℃～2℃以内に抑えること
を目指すことに合意



2040年に向けたシナリオ

IEA World Energy Outlook 2019

 公表政策シナリオ（STEPS: Stated Policy Scenario）: 各国が表明した温暖
化対策が政策が今後実施されることを想定

 持続可能開発シナリオ（SDS: Sustainable Development Scenario）: パ
リ協定の1.5℃~2℃安定化目標が達成されるシナリオ



IEA World Energy Outlook 2019

持続可能政策シナリオに行くための手段



17

2040年までの一次エネルギー供給シナリオ

Mtoe

27
2123

11

Source: IEA World Energy Outlook 2020
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TWh

Source: IEA World Energy Outlook 2020
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2040年までの発電構成シナリオ



電力部門の投資額（2019-2040）

Source: IEA World Energy Outlook 2019

2019-2040年の電源別年平均電力セクター投資額

 公表政策シナリオにおける電力分野の累積投資額（2019-40）は約20兆
ドル。再エネ発電投資は化石燃料発電投資の3.5倍

 電力供給の効率性と安定性を確保するためにはネットワーク投資が必要。ネッ
トワーク投資は電力分野の累積投資額の45%



2050年ネットゼロエミッションケース

Source: IEA NZE2050



2050年ネットゼロエミッションケース

Source: IEA NZE2050
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再エネ導入促進策の国別動向 (2014)

IEA World Energy Outlook 2016

 150か国以上が再エネ電力促進のための政策措置を実施。75か国が熱供給
における再エネ利用、72か国が運輸部門における再エネ利用のための政策を
実施. 



再生可能エネルギー支援策の類型

Source: IEA World Energy Outlook 2015

各国は再生可能エネルギーを１）追加的収入の提供、２）価格保証、３）コス
ト低減支援を通じて推進



 再エネに対する補助金総額は、水力以外の再エネの発電量が4倍に拡大する
中で、現在の1400億ドルから2040年には2000億ドル以上に拡大。

Source: IEA World Energy Outlook 2017

世界全体の再生可能エネルギー補助額



再エネの課題:エネルギー密度の低さ

 間欠性の高い太陽光発電、風力はエネルギー密度が低く、原子力、地熱、水力

に比して巨大なスペースが必要. 

出所:経産省ホームページ



再エネの課題：出力変動



電気は同時同量が鉄則



系統規模による再エネ導入の影響の違い



再エネ出力変動への対応

出力変動する再エネのシェアが拡大する中で電力の需給バランスを確保するためには
再エネの出力に対応しできる火力発電の運転調整、蓄電池、再エネの出力抑制など
の対応が必要。



日本の経験: 総発電電力に占める再エネのシェア

 日本の発電電力量に占めるシェアは欧州に比して低い

（2019）

出所：経産省「日本のエネルギー2020」



日本の経験: 再エネ発電導入量

 日本の再エネ発電導入量は世界6位（2018年）
 太陽光発電導入量では世界3位（2018年）

出所：経産省「日本のエネルギー2020」



33出所；経産省総合エネルギー調査会資料

面積当たり太陽光発電導入量は既に世界一
 国土面積が狭隘で平地面積も限られた日本の面積当たり太陽光発電導入量は既に
世界一

 今後、日照条件の悪い場所に設置されれば、コストアップ要因に。
 太陽光パネルのコストは低下しても工事費は下げ止まり。土地造成費、接続費は太陽
光のシェア増大に伴って上昇。

 自然環境保全を目的に再エネ発電設備を抑制する条例を制定する自治体が2016年
度～20年度にかけて5倍超に拡大（全国自治体の1割強）



再エネ設備導入状況とコスト負担

Source：Ministry of Economy, Trade and Industry
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2030年の再エネ買取総額は政府目標を超過する勢い

 FIT既認定案件が全て稼動した場合、2030年の再エネ比率は25％、買取総
額は4.9兆円と政府目標を大幅に超過する勢い
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 成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力
 我が国は、2050年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言
 もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではなく、積極的に温暖化対策を行うことが、産業構
造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要

 鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした革新的なイノベーションであり、
実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進

 規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進め、脱炭素社会の実現に向け
て、国と地方で検討を行う新たな場を創設。

 省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安全最優先で原子力政策
を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立。長年続けてきた石炭火力発電に対する政策を抜
本的に転換

菅総理の2050年カーボンニュートラル宣言（10/26）
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 温暖化対応を経済成長の制約やコストとするのではなく、成長の機会ととらえる時代。

 経済と環境の好循環を作っていく産業政策＝グリーン成長戦略

 国として具体的な見通しを示し、高い目標を掲げて民間企業が挑戦しやすい環境を整備

 成長が期待される分野を見出すため、2050年カーボンニュートラルを実現するためのエネル
ギー政策、エネルギー需給の見通しを参考値として示す

 成長が期待される14分野の産業について高い目標を設定し、政策を総動員

 電力分野の脱炭素化は大前提

 再エネ：最大限導入。系統整備、コスト低減、周辺環境との調和、蓄電池活用

 洋上風力、蓄電池産業を成長分野に

 水素発電：選択肢として最大限追求。供給量、需要量の拡大、インフラ整備、コスト低減
水素産業を創出

 火力＋CCS：選択肢として最大限追求。技術確立、適地開発、コスト低減

 火力は必要最小限必要（特にアジア）

 カーボンリサイクル、燃料アンモニア産業を創出

 原子力：確立した技術。安全性向上、再稼働、次世代炉

 可能な限り依存度を低減しつつ、引き続き最大限活用

 安全性に優れた次世代炉開発 37

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(1)



 電力分野以外は電化、熱需要には水素化、CO2回収で対応

 電力需要は増大（産業、運輸、家庭部門の電化により、現状より30～50％増加） 

省エネ関連産業を成長分野に

 産業では水素還元製鉄等、製造プロセス変革、運輸部門では電動化、バイオ燃料、水素燃
料、業務・家庭では電化、水素化、蓄電池

 水素産業、自動車・蓄電池産業、運輸関連産業、住宅産業を成長分野に

 グリーン成長を支えるのは強靭なデジタルインフラ 半導体、情報通信産業を成長分野に

 電力：スマートグリッド（系統運用）、太陽・風力の需給調整、インフラ保守・点検

 輸送：自動運行（車、ドローン、航空機、鉄道）

 工場：製造自動化（ＦＡ、ロボット）

 業務・家庭：スマートハウス（再エネ＋蓄電）、サービスロボット

 全ての分野で技術開発→社会実装→量産投資によるコスト低減

 戦略により2030年で年額90兆円、2050年で年額190兆円程度の経済効果（注：機
械的計算。コスト増による負の影響は算定されていない）

 このため、10年間2兆円のグリーンイノベーション基金、投資促進税制、研究開発促進税
制、規制制度改革、規格・標準化、民間の資金調達円滑化等の政策を総動員

38

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(2)
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2050年カーボンニュートラルのイメージ

出所：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略には参考値とはいえ、再エネ50-60％
や洋上風力2030年10GW、2040年35-40GWといった数値目標が含まれており、
2030年ミックスに影響を与える可能性。

今後、エネルギー基本計画改定に向け、上記に限定せず、更に複数のシナリオ分析を行い、議論を深化



地球規模の課題の解決に、わが国としても大きく踏み出します。２０５０年

カーボンニュートラルと整合的で、野心的な目標として、わが国は、２０３０

年度において、温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減することを目指

します。さらに、５０％の高みに向け、挑戦を続けてまいります。

米国主催気候サミット（4月22日）



第6次エネルギー基本計画（2021年10月）



42出所: OECD/NEA  Full Cost of Electricity Provision 2018 

変動性再エネのシェア拡大に伴いシステムコストは増大
 変動性再エネのコストは低下傾向にあるが、総発電量に占めるシェアの拡大に伴い、
接続コスト（電源を送電網に接続するためのコスト）、送配電網コスト（増強）、バ
ランスコスト（変動性再エネの不確実性に備えるためのコスト）、活用コスト（需要と
無関係に発電する再エネを受け入れるための調整用電源の利用率低下等のコスト
アップ等）が増大



再エネ導入コストは発電コスト＋システムコスト


